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先月のマーケットの振り返り【2025年9月】

情報提供資料マ ー ケ ッ ト マ ン ス リ ー

先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

2025/9/30
NYダウ（米国） 46,397.89 45,544.88 1.87% 44,094.77 5.22% 42,001.76 10.47%

日経平均株価（日本） 44,932.63 42,718.47 5.18% 40,487.39 10.98% 35,617.56 26.15%
DAX指数（ドイツ） 23,880.72 23,902.21 ▲0.09% 23,909.61 ▲0.12% 22,163.49 7.75%
FTSE指数（英国） 9,350.43 9,187.34 1.78% 8,760.96 6.73% 8,582.81 8.94%
上海総合指数（中国） 3,882.78 3,857.93 0.64% 3,444.43 12.73% 3,335.75 16.40%
香港ハンセン指数（中国） 26,855.56 25,077.62 7.09% 24,072.28 11.56% 23,119.58 16.16%
ASX指数（豪州） 8,848.77 8,973.08 ▲1.39% 8,542.27 3.59% 7,843.42 12.82%

SENSEX指数（インド） 80,267.62 79,809.65 0.57% 83,606.46 ▲3.99% 77,414.92 3.68%
＜リート＞ 先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

S&Pグローバルリート指数 187.63 187.00 0.34% 181.40 3.43% 178.14 5.33%
＜債券＞（利回り）（％） 先月末の終値 先々月末終値 先々月末差（％） 3カ月前終値 3カ月前差（％） 6カ月前終値 6カ月前差（％）

米国10年国債 4.150 4.228 ▲0.078% 4.228 ▲0.078% 4.205 ▲0.055%
日本10年国債 1.648 1.602 0.046% 1.432 0.216% 1.490 0.158%
ドイツ10年国債 2.711 2.724 ▲0.013% 2.607 0.104% 2.738 ▲0.027%
英国10年国債 4.699 4.722 ▲0.023% 4.489 0.210% 4.675 0.024%

＜為替＞（NY時間引け値） 先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）
ドル円（円/米ドル） 147.90 147.05 0.58% 144.03 2.69% 149.96 ▲1.37%
ユーロ円（円/ユーロ） 173.53 171.86 0.97% 169.78 2.21% 162.21 6.98%

ユーロドル（米ドル/ユーロ） 1.17 1.17 0.41% 1.18 ▲0.45% 1.08 8.49%
豪ドル円（円/豪ドル） 97.82 96.19 1.70% 94.79 3.21% 93.68 4.42%

ブラジルレアル円（円/ブラジルレアル） 27.80 27.09 2.64% 26.51 4.87% 26.29 5.73%
インドルピー円（円/インドルピー） 1.66 1.67 ▲0.14% 1.68 ▲1.12% 1.75 ▲5.13%

＜商品＞ 先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）
商品（CRB指数） 300.60 302.35 ▲0.58% 297.28 1.12% 309.30 ▲2.81%

原油先物価格（WTI、米ドルベース） 62.37 64.01 ▲2.56% 65.11 ▲4.21% 71.48 ▲12.74%

9月の市場動向

＜株式＞
2025/8/29 2025/3/312025/6/30

１．概観

1

株式

2025年10月2日

（出所）

Bloombergのデータを基に

三井住友DSアセットマネジメント作成

9月の主要な株式市場では、米国、日本、香港市場の上昇が目立ちました。米国では、前半は金利低下期待、後半はデータセンターなどへの巨額投資発表や

iPhone販売が好調なことなどからリセッション懸念が後退し、最高値を更新しました。日本では、電子部品関連株や半導体製造装置株などを先導役に指数は

最高値を更新しました。株主還元の強化も株価の上昇を支えています。香港市場はアリババ、バイドゥなど中国系ハイテク株が指数をけん引しましたが、上海市

場は利益確定売りに押されました。欧州市場は、政治的混乱や自動車株の不振が影響しもみ合い状態となりました。インド市場では外国人の売りが続きました。

米国の10年国債利回り（長期金利）は低下しました。 雇用統計の軟化を受け、政策金利引き下げ期待が膨らみ、月初に長期金利は低下しました。月後

半、GDPの上方修正などから景気後退懸念が薄らぎ、長期金利はもみ合い状態となりました。ドイツでは、政策金利が据え置かれ、景況感が改善したことか

ら、長期金利は上昇しました。日本では、日銀がクレジットタイトニング強化の発表を行ったことから、長期金利は上昇基調をたどりました。

米国で政策金利が引き下げられ金利差が縮小しましたが、日本からの対外証券投資が増え、若干円安となりました。日本の財政規律悪化への懸念もあるよう

です。欧州で政策金利引き下げ一巡感が出る一方で、米国では政策金利が引き下げられ、ユーロに対しては若干ドル安となりました。

主要産油国による増産で需給が緩和するとの観測から原油価格は下落しました。中東情勢、ロシア原油購入に対する米国の圧力には反応薄でした。

債券

為替

商品
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２．景気動向
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＜現状＞  

＜見通し＞  

• 米国の4-6月期の実質GDP確報値の成長率は前期比年率＋3.8%でした。改定値の+3.3％から上方修正されました。
• 欧州（ユーロ圏）の4‐6月期の実質GDP確報値の成長率は前期比年率＋0.5%でした。 1‐3月期の成長率は＋2.3％でした。
• 日本の4‐6月期の実質GDP2次速報値の成長率は前期比年率+2.2％となりました。 1‐3月期の成長率は＋0.3％に下方修正されました。
• 中国の4-6月期の実質GDP成長率は前年同期比＋5.2%でした。1‐3月期の成長率は＋5.4％でした。
• 豪州の4-6月期の実質GDP速報値の成長率は前年同期比+1.8%でした。1‐3月期の成長率は＋1.4％でした。

• 米国の25年の実質GDP成長率見通しを＋1.8％、26年見通しを+1.7％に上方修正しました。関税の影響により輸入額が減少していることを考慮
し、見通しを引き上げました。ただし、関税引き上げの影響によりインフレ率が上振れ、年後半に経済成長は鈍化する見方は維持します。26年には減
税等の効果もあらわれ、米国景気は持ち直すと予想します。雇用拡大の鈍化や所得の増加率の低下の程度と消費への影響が注目されます。

• 欧州では、25年＋1.3％に上方修正、26年は＋1.2％の実質GDP成長率見通しを維持しました。雇用や貸し出しなど内需関連指標は安定してい
ます。米国の関税引き上げによる輸出下振れが見込まれますが、財政支出の拡大により、大きな落ち込みは避けられる見通しです。欧州中央銀行
（ECB）の利下げの累積効果、域内防衛費の拡大、EUの財政支出拡大、などにより26年には成長率は回復に転じると予想します。

• 日本の実質GDP成長率見通しは、25年度を＋0.8％に修正し、26年度＋0.7％で維持しました。4‐6月期のGDPが上方修正されたことが要因で
す。米関税引き上げは日本の実質GDPを0.4％ポイント程度押し下げると試算され、7月以降米国向けの輸出は減少しています。しかし、26年度に
は、海外経済の回復や減税など景気刺激策により内需も回復に転じ、日本経済は成長軌道に復すると予想します。

• 中国は、25年＋4.8％、26年＋4.6％のGDP成長見通しを維持します。成長率全体は不変ですが、固定資産投資の鈍化を受け投資を下方修正
する一方、輸入が下振れているため外需を上方修正しました。26年も家計のバランスシート問題が消費需要不足の要因となりそうです。

• 豪州では、オーストラリア準備銀行（RBA）は9月の会合で政策金利を据え置きました。雇用環境は良好な状態が維持され、個人消費を中心に内
需は底堅く推移しており、米関税の影響など不透明感漂う外需の減速をカバーしそうです。地政学リスクを背景に商品市況は堅調です。

米国の実質GDP成長率

（注）データは2022年1-3月期～ 2025年4-6月期。
（出所）Bloombergのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

（注）データは2022年1-3月期～2025年4-6月期。
（出所）Bloombergのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

日本の実質GDP成長率
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3．金融政策
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＜見通し＞  
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（注）データは2023年9月1日～2025年9月30日。日本は日銀当座預金、無担保コール翌日物金利（2024年3月19日以降）。
 米国はFF金利（誘導レンジの上限）、ユーロ圏はECB預金ファシリティ金利、英国はRepo Rate、豪州はOfficial Cash Rateを使用。

（出所）Bloombergのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

各国・地域の政策金利の推移

• 8月の米雇用統計では、雇用者数の増加は低水準で、トランプ政権が国内シフトを期待する製造業の雇用者数は4カ月連続で減少しました。同時

に、6月の非農業部門の雇用者数は減少に修正されました。8月の生産者物価指数（PPI）は前月比▲0.1％とインフレ率の低下を期待させるもの

でした。消費者物価指数の上昇率は目標を上回っていますが、雇用創出ペースの低下が確認されたため、決定会合で0.25％の利下げを行いました。

• ECBは9月の理事会で政策金利を2.00％に据え置きました。また、25年、26年のインフレ率見通しが上方修正されました。政策委員会メンバーの間

では、ディスインフレの進行は終わり、インフレ率はうまくコントロールされているとの認識が広がっているようです。

• 日銀は、9月の金融政策決定会合において、政策金利を据え置く一方で、ETF等の処分に関する決定をおこなったことを発表しました。準備が整い次

第、処分を開始する予定です。処分が始まれば、クレジットタイトニングが強化されることになります。

• 米国連邦準備制度理事会（FRB）は、経済予測資料で25年中に利下げを2回追加する姿勢を示しました。FRBは景気後退リスクは低いとみてい

るようですが、雇用情勢を警戒して、政策金利を引き下げる方針をとるようです。弊社は、10月、12月に利下げを行うと予想します。

• ECBは、ユーロ圏の景気が底堅い中、インフレ率は下げ渋り傾向にあるため、政策金利を据え置くと予想します。26年以降の利上げを指摘する議論も

あるようですが、エネルギー価格や期待インフレ率が上振れた場合を想定しているようで、可能性は低いとみています。

• データ次第で早まる可能性はありますが、日銀は物価や春闘の動向を確認しながら、26年1月、7月に利上げすると予想します。
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（注）データは2023年9月1日～2025年9月30日。
（出所） Bloombergのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

（注1）データは2023年9月1日～2025年9月30日。
（注2）米国投資適格社債はブルームバーグ・USコーポレート・インベストメント・グレード。
（出所）Bloombergのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

主要国の10年国債利回りの推移 米国投資適格社債の利回り、スプレッドの推移

• 米国の10年国債利回り（長期金利）は、月間で低下しました。軟化した雇用統計の発表を受け、政策金利の引き下げを織り込む形で低下しまし

た。決定会合後は、①AI企業の大型投資や米国株の上昇、②GDP改定値の上方修正、などから景気に対する懸念が薄らぎ、長期金利は反転しま

した。また、日本、欧州の長期金利上昇を見て、これまで拡大していた日欧からの米国債投資縮小に対する懸念も影響したようです。

• ドイツでは長期金利は月間で若干低下しました。月初は、米国長期金利の低下の影響で、ドイツの長期金利も低下しました。しかし、ECBが政策金

利を据え置き、ラガルド総裁が「ユーロ圏のデフレ圧力は終息した」と発言し、長期金利は反転、前月末比ほぼ横ばいまで上昇しました。

• 日本の10年国債利回りは上昇しました。金融政策決定会合までは欧米の長期金利の低下に歩調を合わせて低下しました。しかし、クレジットタイト

ニングの強化であるETF等の処分に関する決定が発表され、19日以降、長期金利は上昇に転じました。

• 米国の投資適格社債については、社債利回りが低下し、スプレッド（国債と社債の利回り差）は歴史的にみても低水準にあります。

• 米国では、長期金利は若干の低下後、もみ合う展開を予想します。FRBの利下げは年内にとどまり、26年以降は様子見になると見込んでいます。

• 欧州では、財政政策の恩恵で景気は底堅く、政策金利は据え置かれる見通しです。長期金利は従来予想より高い水準でのもみ合いを予想します。

• 日本の長期金利は、国内景気が26年には回復すると見込まれることや日銀の追加利上げ観測から、先高観が続くと想定しています。
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• 米ファクトセット（FactSet）によれば、日米の企業業績の見通しは堅調です。9月末の米S&P500種指数の予想1株当たり純利益（EPS）は前

年同月比＋10.0％、TOPIXの予想EPSは同＋5.6％となりました。

• 米国株式市場は、月前半、雇用統計の悪化を受け、政策金利引き下げ期待などから上昇しました。しかし、政策金利引き下げ前後から、①GDPの

上方修正、②AIデータセンター向けの大型投資の発表、③新型iPhoneの販売が好調、など景気後退懸念を縮小させるニュースが続き、株価指数

は最高値を更新しました。NYダウは前月比＋1.87％、S&P500種指数は同＋3.53％上昇し、最高値圏で取引を終えました。

• 日本株式市場では、米国のデータセンター投資やiPhone販売好調の報道を受け、電子部品関連株、半導体製造装置、電線株などを先導役に

TOPIXは最高値を更新しました。自社株買いと外国人の買いが相場をけん引しました。国内投資家は米国株への投資を増やしているようです。

５．企業業績と株式
＜現状＞  

＜見通し＞  

5

EPSと株価指数の推移（米国） EPSと株価指数の推移（日本）

※EPSとは・・・［Earnings Per Share］＝1株当たり純利益。当期純利益を発行済株式数で割ったものです。
（注）データは2016年9月～2025年9月。月末ベース。EPSは12カ月先予想ベース。FactSet集計。（出所）FactSetのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

• 米国株式市場では、減税とAI関連の大型投資が企業業績を押し上げる見込みです。また、好材料を織り込んでバリュエーションが上昇しています

が、政策金利の引き下げが見込まれるため、高水準のバリュエーションも許容されるでしょう。AI関連の投資金額は非常に大きく、サプライヤーや稼働後

のサービスを行う企業への波及効果は大きく、関連銘柄の業績上方修正余地が大きいとみています。

• 日本株式市場では、輸出企業を中心にトランプ関税が業績の重荷になると見られます。しかし、政府の経済対策、企業のトランプ関税への対応策

（特に自動車業界）が示されれば、米欧の景気回復や自社株買いなど株主還元強化への期待から、株価は上昇すると予想します。リスクは、日銀

が利上げをした際の株式市場や長期金利の反応が挙げられるでしょう。
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• 円の対米ドルレートでは、①日本の7月の実質賃金がプラス、②GDPの上方修正、③ETFなどの処分によるクレジットタイトニングの強化の発表、など

日銀の利上げ観測を後押しする材料や米国の利下げなど円高要因が重なりましたが、日本からの対外証券投資の拡大や財政規律悪化に対する懸

念など円安要因が優勢となり、月中はもみ合いを続けながらも、月末比較ではやや円安となりました。

• ユーロ・米ドルレートでは、ECBが政策金利を据え置く一方で、FRBが政策金利を引き下げ、ユーロ高となりました。ただし、月後半は米国のGDPの上

方修正など、米国の景気後退懸念を和らげる経済データが発表され、米ドル安ユーロ高のペースは緩やかでした。

• 円の対豪ドルレートでは、消費主導で豪州景気が好調なことやコモディティ価格が堅調に推移したことなどが豪ドル高要因でした。

• 円の対米ドルレートでは、米国の利下げと日銀の利上げ観測が円高要因となる一方で、日本からの対外証券投資の拡大や財政規律悪化に対する

懸念が円安要因となっています。引き続き円高と円安を繰り返すもみ合い状態を続けながらも、やや円高方向に傾く展開を予想します。

• 円の対ユーロレートでは、もみ合いの展開を予想します。FRBの利下げ観測が高まる中、ECBの利下げは一巡したとみられ、ユーロは米ドルに対し上昇

すると予想します。円は米ドルに対しもみ合う見通しで、米ドルからの避難先としては円よりもユーロが選好され、円に対してもユーロ高を予想します。

• 円の対豪ドルレートでは、豪ドルには商品市況上昇などの上昇要因がありますが、RBAの利下げ観測と日銀の利上げ観測が円高要因となりそうです。

６．為替

＜現状＞

 

＜見通し＞  
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（注）データは2023年9月1日～2025年9月30日。（出所） Bloombergのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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7

（注）データは2023年9月1日～2025年9月30日。（出所） Bloombergのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

• グローバルリート市場（米ドルベース）では、日本、シンガポール、韓国、マレーシアなど香港を除くアジアのリート市場が好調でした。豪州、香港などは

利益確定売りで下落しました。米国は堅調でした。欧州大陸国では、月後半に長期金利が上昇し、リート市場は下落しました。分配金利回りと10年

国債利回りのスプレッドが小さい英国ではリート市場の調整が続きました。

• 日本では、オフィス賃貸市場のファンダメンタルズ改善を背景にリート指数の上昇が続いています。東証の投資家主体別売買動向によると、8月、投資

信託は利益確定売りから4カ月ぶりに売り越しましたが、海外投資家が買い越しに転じました。S&Pグローバルリート指数の9月のリターンは前月末比

＋0.34％となりました。月間の換算用の円ドルレートは円安となり、円ベースのリターンは同＋0.92％となりました。

• グローバルリート市場は、日米の金融政策や長期金利動向に左右される展開が想定されます。米国の関税政策の不透明感が薄らぎ、世界的に景

気の回復が見込まれることから、賃料は堅調に推移すると予想します。日本を含むアジアや欧州では、長期金利が上昇したり高止まりした結果、分配

金利回りとのスプレッドが縮小しているので、保有不動産の質や分配金の安定性や成長性も重視する必要があります。

• アジア・オセアニアでは、シンガポールで金利低下に伴う業績回復が期待されます。また、豪州では決算において良好な運営状態が確認されるととも

に、RBAの利下げが投資の安心感を高めています。日本は引き続き堅調な動きを予想します。主要セクターであるオフィスセクターで、空室率の低下と

新規契約賃料の上昇が続いていることが要因です。また、分配金成長目標を掲げるリートが増えています。

グローバルリートの推移
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• 米国では、長期金利は若干の低下後、もみ合う展開を予想します。FRBの利下げは年内にとどまり、26年以降は様子見になると見込んでいます。

• 欧州では、財政政策の恩恵で景気は底堅く、政策金利は据え置かれる見通しです。長期金利は従来予想より高い水準でのもみ合いを予想します。

• 日本の長期金利は、国内景気が26年には回復すると見込まれることや日銀の追加利上げ観測から、先高観が続くと想定しています。

• 米国株式市場では、減税とAI関連の大型投資が企業業績を押し上げる見込みです。また、好材料を織り込んでバリュエーションが上昇していますが、政策

金利の引き下げが見込まれるため、高水準のバリュエーションも許容されるでしょう。AI関連の投資金額は非常に大きく、サプライヤーや稼働後のサービスを

行う企業への波及効果は大きく、関連銘柄の業績上方修正余地が大きいとみています。

• 日本株式市場では、輸出企業を中心にトランプ関税が業績の重荷になると見られます。しかし、政府の経済対策、企業のトランプ関税への対応策（特に

自動車業界）が示されれば、米欧の景気回復や自社株買いなど株主還元強化への期待から、株価は上昇すると予想します。リスクは、日銀が利上げを

した際の株式市場や長期金利の反応が挙げられるでしょう。

• 円の対米ドルレートでは、米国の利下げと日銀の利上げ観測が円高要因となる一方で、日本からの対外証券投資の拡大や財政規律悪化に対する懸念

が円安要因となっています。引き続き円高と円安を繰り返すもみ合い状態を続けながらも、やや円高方向に傾く展開を予想します。

• 円の対ユーロレートでは、もみ合いの展開を予想します。FRBの利下げ観測が高まる中、ECBの利下げは一巡したとみられ、ユーロは米ドルに対し上昇す

ると予想します。円はドルに対しもみ合う見通しで、米ドルからの避難先としては円よりもユーロが選好され、円に対してもユーロ高を予想します。

• 円の対豪ドルレートでは、豪ドルには商品市況上昇などの上昇要因がありますが、RBAの利下げ観測と日銀の利上げ観測が円高要因となりそうです。

• グローバルリート市場は、日米の金融政策や長期金利動向に左右される展開が想定されます。米国の関税政策の不透明感が薄らぎ、世界的に景気の

回復が見込まれることから、賃料は堅調に推移すると予想します。日本を含むアジアや欧州では、長期金利が上昇したり高止まりした結果、分配金利回り

とのスプレッドが縮小しているので、保有不動産の質や分配金の安定性や成長性も重視する必要があります。

• アジア・オセアニアでは、シンガポールで金利低下に伴う業績回復が期待されます。また、豪州では決算において良好な運営状態が確認されるととも

に、RBAの利下げが投資の安心感を高めています。日本は引き続き堅調な動きを予想します。主要セクターであるオフィスセクターで、空室率の低下と新

規契約賃料の上昇が続いていることが要因です。また、分配金成長目標を掲げるリートが増えています。

＜株式＞  

＜債券＞  

＜為替＞  

＜リート＞  

※個別銘柄に言及していますが、当該銘柄を推奨するものではありません。
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【投資信託商品についてのご注意（リスク、費用）】
●投資信託に係るリスクについて

投資信託の基準価額は、投資信託に組み入れられる有価証券の値動きなど（外貨建資産には為替変動もあります。）の影響により上下します。基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むこ

とがあります。運用の結果として投資信託に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。したがって、投資信託は預貯金とは異なり、投資元本が保証されているものではなく、一定の投資成果を保

証するものでもありません。

●投資信託に係る費用について

ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。

◆直接ご負担いただく費用・・・購入時手数料 上限3.85％（税込）

   ・・・換金（解約）手数料 上限1.10%（税込）

・・・信託財産留保額 上限0.50％

◆投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用・・・信託報酬 上限 年 2.255％（税込）

◆その他費用・・・監査費用、有価証券の売買時の手数料、デリバティブ取引などに要する費用（それらに係る消費税など相当額を含みます。）、および外国における資産の保管などに要する費用等が信託

 財産から支払われます。また、投資信託によっては成功報酬が定められており当該成功報酬が信託財産から支払われます。投資信託証券を組み入れる場合には、お客さまが間接的に支

 払う費用として、当該投資信託の資産から支払われる運用報酬、投資資産の取引費用などが発生します。これらの費用などに関しましては、その時々の取引内容などにより金額が決定し、

 運用の状況により変化するため、あらかじめその上限額、計算方法などを具体的には記載できません。

※なお、お客さまにご負担いただく上記費用等の合計額、その上限額および計算方法等は、お客さまの保有期間に応じて異なる等の理由によりあらかじめ具体的に記載することはできません。

【ご注意】

上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、三井住友DSアセットマネジメントが運用するすべての投資信託における、それぞれの
費用の最高の料率を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）や
契約締結前交付書面などを必ず事前にご覧ください。 

投資信託は、預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録金融機関でご購入の場合、投資者保護基金の支払対象とはなりません。

投資信託は、クローズド期間、国内外の休祭日の取扱いなどにより、換金などができないことがありますのでご注意ください。

[2025年3月31日現在]

三井住友DSアセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第399号

加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会

■当資料は、情報提供を目的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、株式、債券などの売買を推奨･勧誘するものではありません。■当資料に基づいて取られた投資行動の結果

については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料に市場環境などについてのデータ・分析などが含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の

予想であり、今後の市場環境などを保証するものではありません。■当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報などに基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■当資料にインデックス･統計資

料などが記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。■当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。

作成基準日：2025年9月30日
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